
３　災害時のネットワークと災害への備え
山形大学近隣小学校の保護者と大学生を対象とした調査より

阿　　部　　晃　　士

１．本稿の目的と方法

　本稿の目的は，山形大学周辺の住民や学生が災害に対応するうえで，どのようなネットワーク

があるのか，またどのように備えているのかを示し，住民と学生の比較の観点からキャンパスが

ある地域の災害対応における課題を考察することである。災害直後には，救助・救出活動を住民

らが自ら行う必要がある場合も多く（木村２０１５），災害対応を考えるうえで，住民のあいだに人

づきあいや地域活動を通して共助のネットワークを築くことが重要である。しかし学生のなかに

は，他地域から進学し大学周辺で一人暮らしをする者や，遠距離を通学する者も存在する。大学

のキャンパスを含む地域では，学生たちのネットワークや災害への備えも把握する必要がある。

　分析には，２０１８ 年 １２ 月から２０１９年２月にかけて実施した「山形大学周辺における暮らしの安

心・安全に関するアンケート（２０１８）」調査のデータを用いる。この調査は，山形大学人文社会

科学部の「地域社会における安心・安全に関する学際的研究拠点」が行ったもので，山形大学小

白川キャンパスに最も近い山形市立第五小学校の保護者に対して学校を通じて行った自記式の配

票調査（五小保護者調査：配布数 ２３３，有効回答１６５，回収率 ７０．８％）と，山形大学の学生に対

する自記式の集合調査（山大学生調査：配布数２６６部，有効回答１９８，回収率７４．４％）からなる。

なお，五小保護者調査の回答者は，女性が８０．６％（１３３名）を占めており，年齢は平均４１．２歳で

ある。山大学生調査の回答者は，女性が６４．１％（１２７名），一人暮らしが５８．０％である。調査の方

法や回答者の属性についての詳細は，本特集における調査の概要（阿部 ２０２１）を参照されたい。

２．災害への不安

　山形大学周辺地域の住民や山形大学に通う学生たちに，災害はどのように意識されているのだ

ろうか。種々の不安について「不安である」から「安心である」までの５件法でたずねた質問か

ら，その位置づけを確認しておく。五小保護者の不安感が高いのは，順に「地域の衰退」「社会

保障」「交通事故」となっている。「災害（地震，台風，洪水など）」は「不安」「どちらかといえ

ば不安」の合計が２３．６％で，ここに挙げたなかでは最も低かった（図１）。山形市は，浸水・土

砂災害の想定区域になる周辺部を除けば，多くの市民にとって災害の少ない街として認識されて
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いる１）。第五小学校学区は市の中心部であり，災害への不安感は高くないことがわかる。

　一方，山大学生調査では，五小保護者に比べると，「災害」に対する不安が相対的に高く，「不

安」「どちらかといえば不安」の合計は３１．０％である。学生の場合，実家で家族と生活している

か，一人暮らしかによって，抱く不安の程度も異なるとも考えられるため，この点を確認してみた。

山形県内出身の学生のうち３分の１程度が一人暮らしをしていること，山形県とほぼ同数の学生

が入学してくる宮城県出身の学生のうち約半数が実家から通学していることを踏まえ，居住形態

（一人暮らしか実家暮らしか）と出身県（山形県内，宮城県，その他）による違いを合わせて検

討した。「不安である」の５点から「安心である」の１点までで得点化し，その平均値を比較す

ると（図２），宮城県の実家暮らしの学生の不安がもっとも高くなっており，多重比較によると

実家暮らしか一人暮らしにかかわらず，山形県内出身の学生よりも有意に高かった。また，宮城
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県出身で一人暮らしをしている学生や，他県出身で一人暮らしをしている学生とは有意差が見ら

れなかった。つまり，学生の災害に対する不安が相対的に高いのは，山形市での生活によるもの

ではなく，仙台市を中心に宮城県での生活にもとづくものと考えられる。この調査に回答したの

は，小学生の頃に２０１１年の東日本大震災を経験した学生たちであり，震災の経験などをもとに不

安を感じていることが推察される２）。

　以上より，今回の調査の回答者の災害への不安に着目すると，不安感は，他の不安に比べれば

低いこと，学生のなかにはやや高い者もいるが，それは山形市ではなく被災地である宮城県での

生活などによるものと考えられた。

３．災害時のネットワーク

　山形大学周辺の人びとに，災害時に援助を求めることができるネットワークがどのくらい存在

するのかを確認してみよう。われわれが２０１３年１２月に山形大学周辺の３つの小学校（うち１校は

今回対象の第五小学校）の保護者を対象にした調査では，子どもの世話といった日常的な人づき

あいが，災害時に頼ることのできる知人の数に結びついていることから，子どもの世話といっ

た日常的な人づきあいが災害時の共助の基盤となる可能性があることを指摘した（山根・阿部 

２０１５）。

　まず五小保護者調査から見ていこう。今回の調査では，２０１３年の調査と同様に，「日常的に子

どもの世話をお願いできる知人」と「災害時に助けを求めることができる知人」の規模（「いない」

「１人～２人」「３人～４人」「５人以上」）についてたずねた。表１は，それぞれで徒歩圏内と

山形市内についての回答をまとめたものである。これによると，日常的にお願いできる知人が「い

ない」人が徒歩圏内で６１．９％，山形市内でも６０．２％を占めている。一方，災害時については，日

常に比べると広くサポートを求めようとすることがわかるが，「いない」人が徒歩圏内で２８．７％，

山形市内でも２３．０％を占めており，日常的にも，災害時にも，頼りにできる知人が近くにいない

人が一定程度存在している。「いない」を０，「１人～２人」を１．５，「３人～４人」を３．５，「５人

以上」を５．５として，援助を求めることができる知人の平均人数を求めると，日常は徒歩圏内で０．

７０人，市内で０．９４人，災害時は徒歩圏内で２．０５人，市内で２．８４人となった。

　一方，家族・親族のネットワークについては，学区内・市内・県内と，どの程度の範囲に頼る

ことができる家族や親族がいるかをたずねた（表２）。これによると，「山形市内にいる」が日常

では３割，災害時では５割程いるものの，「山形県内にいない」人が，日常では１７．０％，災害時

では１５．８％である。日常も，災害時も，家族・親族のサポートをあてにできない状態で子育てを

しているケースが少なくないことがわかる。
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表１．日常と災害時の知人ネットワーク（五小保護者調査，％）

日常的に子どもの世話を
お願いできる知人

災害時に助けを求める
ことができる知人

徒歩圏内 山形市内 徒歩圏内 山形市内
いない  ６１．９  ６０．２  ２８．７  ２３．０
１人～２人  ３２．５  ２７．３  ３５．４  ２５．５
３人～４人 　５．０   ７．５  ２３．２  １８．８
５人以上 　 ．６   ５．０  １２．８  ３２．７
合計 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
（％の基数） （１６０） （１６１） （１６４） （１６５）

表２．日常と災害時の家族・親族ネットワーク（五小保護者調査，複数回答， ％）

日常的に子どもの世話を
お願いできる家族や親戚

災害時に助けを求める
ことができる家族や親戚

同居家族 ３０．９ ―
学区内にいる １７．６ ２６．１
山形市内にいる ３３．３ ５２．７
山形県内にいる ３３．３ ４９．７
山形県内にはいない １７．０ １５．８
（％の基数） （１６５） （１６５）
注：複数回答形式のため，％の合計は１００．０にならない。災害時については，同居家族の選択肢を設けていない。

　これらの傾向は２０１３年の調査（山根・阿部　２０１５）とほぼ同様である。日常のネットワークと

災害時のネットワークには正の相関関係があり（徒歩圏内では γ ＝０．６１９，市内では γ ＝０．６４４），

「PTA や子ども会」「自治会や町内会」「趣味やスポーツなどのクラブ・サークル活動」「ボランティ

ア，NPO，市民活動」といった地域での活動に参加する人ほど知人ネットワークが豊富な傾向も

ることから，普段から親族以外のネットワークを構築することの重要性が確認できる。

　次に山大学生調査のデータを見ていこう。学生に，災害時に助けを求められる親戚以外の知人

の人数をたずねると，徒歩圏内の知人が「いない」が１９．３％，同じ市内もしくはその近辺の知人

に「いない」が２４．０％であった。五小保護者調査と同様に，「いない」の０から「５人以上」の５．

５までの値とした場合の平均値は，災害時の徒歩圏内が２．３７人，市内が２．６８人となった。学生は，

五小保護者と比較すると，徒歩圏内に「いない」割合が低く，頼りにできる人数も多くなっている。
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表３．災害時の知人ネットワーク（山大学生調査，％）

徒歩圏内 山形市内
いない  １９．３  ２４．０
１人～２人  ３５．５  ２５．０
３人～４人  ３２．０  ２５．０
５人以上  １３．２  ２６．０
合計 １００．０ １００．０
（％の基数） （１９７） （１９２）

　それでは，学生たちに，どのようなネットワークが存在するのだろうか。現在の自宅で災害に

遭ったときに，次のような人に助けを求められるかをそれぞれたずねたところ，「家族」（７２．２％），

「親戚」（３４．３％），「大学の友人・知人」（６２．１％），「大学以外の友人・知人」（３１．３％），「大学

の教員や職員」（１２．１％），「近所の人」（２４．７％），「その他」（２．５％）となった（表は省略）。多

くの学生が「家族」「大学の友人・知人」を挙げており，「親戚」「大学以外の友人・知人」が続

いている。これについては家族と生活しているかが関連すると思われるため，居住形態（「一人

暮らし」と「実家暮らし」に分類）とクロス集計すると，実家暮らしの学生は，一人暮らしの学

生に比べて「家族」「親戚」「近所の人」が多く，一人暮らしの学生は「大学の友人・知人」「大

学の教員や職員」が多かった（表４）。つまり，一人暮らしの学生は，家族や親戚と離れ，近所

の人に頼ることは難しいが，その分，大学の友人や知人，大学の教職員で補っていることになる。

ただし，一人暮らしの学生の６割が「家族」を挙げていること，実家暮らしの学生の３割から４

割が「大学の友人・知人」「大学外の知人・友人」を挙げていることから，大学と実家がさほど

離れていなければ，家族や友人に頼るつもりであることもうかがえる。

表４．災害時に助けを求められる人（山大学生調査，％及びカイ二乗検定の結果）

家族 親戚 大 学 の
知人・友人

学 外 の
知人・友人

大学の教
員や職員 近所の人 その他 （％の基数）

実家暮らし ９３．３ ５８．７ ３２．０ ３８．７ ４．０ ４１．３ １．３ （７５）
一人暮らし ６０．３ １９．０ ８０．２ ２７．６ １５．５ １４．７ ２．６ （１１６）
χ２値 ２６．３＊＊＊ ３１．７＊＊＊ ４４．５＊＊＊ ２．６ ６．２＊＊ １７．２＊＊＊ ０．３

注： ＊＊＊ p ＜．００１， ＊＊ p ＜．０１。それぞれの対象について助けを求められるという回答の％を示しており，
合計は１００．０ではない。

　以上より，小学生の保護者でも，学生でも，近くに災害時の助けを期待できる知人がいないケー

スが全体の２割程度存在することがわかった。こうした人びとは，遠方からの支援が届きにくく

なるような大規模災害が生じた際に，共助のネットワークから孤立してしまう可能性がある。ま

た，一人暮らしの学生は，家族を除けば，地域というよりも「大学の知人・友人」や「大学の教

員や職員」といった，大学を介したネットワークに期待していることが明らかになった。
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４．災害への備え

　次に，災害への備えについて検討する。ここでは，大規模な自然災害への備え（「その他」も

含めて１０項目）について，「あなた自身」が準備しているか否かと，「あなたの家族」が準備して

いるか否かをたずねた３）。

　五小保護者（図３）では，「緊急避難場所の確認・確保」の実行率が最も高く，本人では

６７．７％，家族では５４．６％である。しかし，それ以外は半数に満たず３割前後にとどまっている。

苫米地（２０１８）は，こうした災害への準備に関して，夫婦のみの世帯や，高齢者のいる世帯に比

べて，子どものいる世帯がいちばん準備の少ない状況にあることを指摘している。今回の調査で

は他の特徴を持つ世帯との比較はできないが，「非常用の食料・水の備蓄」「貴重品などの緊急時

持ち出し用意」といった防災に関する基本的な準備でも実行率が低いことは重要である。また，

本人の実行率と家族の実行率の差が小さいことも特徴で，準備しているものの合計を求めると，

自分については平均３．４７，家族については平均２．９６であった。なお，苫米地（２０１８）は，こうし

た災害への準備の役割を女性が担う傾向があると指摘しているが，今回のデータでは，この平均

値に男女差はなかった。五小保護者調査の男性回答者は，保護者のどちらが回答してもよい調査

に協力している男性であり，家のことに積極的に関与する傾向があるためと考えられる。

　一方，山大学生調査（図４）では，本人の実行率が５０％を超えた項目はない。学生の実行率は

全般的に五小保護者よりも低く，最も高い「緊急避難場所の確認・確保」でも４６．０％である。「家

族・親戚・知人等の安否確認の方法確保」の実行率が五小保護者よりも高いのは，スマートフォ

ンなどで家族と連絡をとることに慣れているためであろう。なお，学生の場合，ほとんどの項目

で，本人よりも家族の実行度が高くなっており，災害対応が家族任せになっていることがわかる。

準備状況の合計を求めると，本人の平均は２．４０で五小保護者よりも低いが，家族の平均は３．９６と

五小保護者よりも高い。また，学生についても，準備状況の平均に男女差はなかった。

図３．災害への準備として実行しているもの（五小保護者調査）
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　こうした災害への備えについて，居住形態と出身県の組み合わせで検討した。不安感の分析と

同様に，居住形態は実家暮らしと一人暮らしに，出身県は山形県，宮城県，その他に分け，準備

している項目の合計を比較した。その結果，図５のように，本人の準備状況の平均値には，５％

水準で有意差は見られなかった（F ＝２．３７５， p ＝．０５４）。一方，図６のように，家族の準備状況

の平均値には有意差があった（F ＝３．４９８， p ＜．０１）。多重比較によると，宮城県出身で一人暮

らしの学生が，山形県出身で実家暮らしの学生や，山形県出身で一人暮らしの学生よりも，家族

が準備していると回答していた。五小保護者に比べて学生の「家族」の平均が高い値となった背

景に，災害への不安感と同様，学生の出身地による違いがあったことがわかる。また，宮城県出

身の学生は，実家暮らしの場合でも家族の実行度が高いと認知していることから，実際に，山形

県出身学生の家庭と宮城県出身学生の家庭では実行度に差があるものと推測される。一方，学生

本人の準備状況でも宮城県出身で実家暮らしの学生の平均値が最も高かったが，山形県出身者と

の差は，家族の準備状況の場合に比べると小さい。このことから，学生の災害への備えは全般的

に家族任せであり，相対的に実家では備えがなされている宮城県出身の学生であっても，自分自

身では準備していないということになる。宮城県出身の一人暮らしの学生で，家族の実行率と本

人の実行率の差が最も大きくなっている。

図４．災害への準備として実行しているもの（山大学生調査）
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５．考　　　察

　本稿では，大学周辺の住民である小学生の保護者と山形大学の学生について，災害時にどのよ

うなネットワークがあるのか，またどのように備えているのかを分析してきた。

　その結果，災害時に助けを求めることができる知人が近くにいない人が，五小保護者でも学生

でも２割程度存在していることがわかった。五小保護者の場合，援助を求めることができる知人

の平均人数が日常は徒歩圏内で０．７０人，市内で０．９４人，災害時は徒歩圏内で２．０５人，市内で２．８４

人であった。金澤（２０１４）は，利用可能な社会関係が１つしかないがゆえに孤立するリスクが高

い人たちを「孤立予備軍」としているが，今回のデータからは，そうした孤立のリスクも想起さ

れる。家族や親戚以外に頼れる人が平均で１人より小さな値になっている日常生活では，まさに

図５．本人の災害への準備の平均値（山大学生調査，F ＝２．３７５， p ＝．０５４）
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値には有意差があった（F=3.498, p<.01）。多重比較によると，宮城県出身で一人暮らしの学生が，

山形県出身で実家暮らしの学生や，山形県出身で一人暮らしの学生よりも，家族が準備している

と回答していた。五小保護者に比べて学生の「家族」の平均が高い値となった背景に，災害への

不安感と同様，学生の出身地による違いがあったことがわかる。また，宮城県出身の学生は，実

家暮らしの場合でも家族の実行度が高いと認知していることから，実際に，山形県出身学生の家

庭と宮城県出身学生の家庭では実行度に差があるものと推測される。一方，学生本人の準備状況

でも宮城県出身で実家暮らしの学生の平均値が最も高かったが，山形県出身者との差は，家族の

準備状況の場合に比べると小さい。このことから，学生の災害への備えは全般的に家族任せであ

り，相対的に実家では備えがなされている宮城県出身の学生であっても，自分自身では準備して

いないということになる。宮城県出身の一人暮らしの学生で，家族の実効率と本人の実行率の差

が最も大きくなっている。 
 

 
図 5．本人の災害への準備の平均値（山大学生調査，F =2.375, p =.054） 

 

 
図 6．家族の災害への準備の平均値（山大学生調査，F =3.498，p <.01） 
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新型コロナウィルスの感染拡大状況で生じるような，予定外の事態への対応が困難になる可能性

があるだろう。また，災害時については，平均では２人を超える値にはなっているものの，近く

に助けを求めることができる知人がいない人は共助のネットワークに加わることが難しいかもし

れない。子育て世代は人的ネットワークが小さい傾向にあり（山根・阿部 ２０１３），経済的にも時

間のうえでも余裕がない状況にある場合が多いが，学校行事や子ども会の活動への参加などを通

して，負担をあまり増やさずに，災害に備えたつながりを作ることも有効ではないか。

　一方，学生については，一人暮らしの学生が，家族や親戚に頼ることが難しいことから，大学

の知人・友人など，大学関連のネットワークに期待していることがわかった。東日本大震災や熊

本地震のような大きな災害の被災地では，避難所として指定されていなくても，災害直後に学生

や地域住民が大学に身を寄せたり，教員や教員の家族が学生に炊き出しを行った例がある（安部 

２０１９， 岩手県立大学総合政策学部 ２０１６）。大学として非常事態への備えを検討する際には，キャ

ンパス周辺で孤立する可能性がある学生や地域住民への対応を考慮しておくことも求められるの

ではないだろうか。

　災害時の備えについては，五小保護者調査でも，山大学生調査でも，緊急時の避難場所を確認

すること以外は実行率が低く，３割程度にとどまるものが多かった。宮城県出身の学生が自分の

家族の実行率が高いと認識していたが，これは，災害への不安感の分析で，宮城県出身の学生の

不安感が高かったこととも符合している。同じ東北地方の隣県でも，東日本大震災を経験した地

域と，人びとが「災害が少ない」イメージを持っている地域では，大きな違いがあることが示さ

れた。さらに，学生の災害への備えは全般的に家族任せであり，宮城県出身の学生でも自分自身

ではあまり準備しておらず，山形で一人暮らしをする場合には備えが疎かになる傾向にあった。

災害時に大学の知人や友人に援助を求めるとしても，備えができていない者ばかりでは問題解決

につながらない可能性があるため，一人暮らしの学生に備えを促すことが必要である。

　このように，山形市中心部の住民や山形県内に住む学生が，相対的に，災害への準備をしてい

ないことや，災害への不安感が低いことは，「災害の少ない地域で安心して生活できている」と

受け取ることもできる。ただし，これは「災害が発生しない」前提で言えることである。災害の

リスクについて，ことさら不安を煽る必要はないが，科学的な根拠にもとづき理解したうえで，

それでもいざというときのために備えておくことが重要であろう。

注

１ ）２０２０年２月１８日に，本多薫・阿部晃士が実施した山形市総務部防災対策課に対するヒアリン

グより。

２ ）学生の実家の所在地は，山形県が３４．８％（６５人），宮城県が３３．７％（６３人）である。山形県

内出身の学生のうち３分の１程度が一人暮らしをしており，宮城県出身の学生の約半数は実家
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から高速バスなどを利用して通学している。また，山形県と宮城県以外の都道府県出身者はす

べて一人暮らしをしている。詳しくは，阿部（２０２１）を参照。

３ ）この質問項目は，東京大学社会科学研究所が行った危機対応学プロジェクトの調査（東大社

研・玄田・有田 ２０１８）と同様のものである。
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Social Networks and Disaster Preparedness Behaviors Among Parents
with School Children Living in the Vicinity of Yamagata University

and the University Students．

Koji  ABE

Summary：

　　　This paper analyzed the disaster preparedness behaviors among residents and university students， 

and the role of social networks in this regard． We conducted a survey of parents with elementary 

school students living in the vicinity of Yamagata University and the university students．

　　　The results show that about ２０％ of the respondents did not have any acquaintances nearby 

to ask for help in a disaster． Students who live on their own have difficulty relying on family and 

relatives． Therefore， they look toward university related networks， such as university acquaintances 

and friends， for help． People believe that the region is less prone to disasters and， therefore， they are 

not well prepared in terms of disaster preparedness behavior．

　　　In elementary schools， it may be useful to build networks among parents through school 

events． It is also important for the university to consider how to respond to the students and residents 

who may be isolated around the campus in the event of a disaster.
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